
4,068 3,808

トータルコスト
（a）＋（c）

49,651

8.00

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円） 40,604

道路河川課・住宅政策課・建築指導課

46,424

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

57,265 46,123

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

安心・安全なまち

67,660
歳出

（直接事業費）（a）
60,436

この施策の目的

まちづくり部

　市民が日頃から防災・減災に関心を持ち、自助・共助・公助の環境のもと安全に暮らせるまちにするため、防災・減災に関す
る知識や技術を習得し、自主防災組織の育成や避難所の運営等について考えることにつなげる取組を推進します。
　また、総合的な防災力の向上に向けて、広域で多方面にわたる民間企業や関係機関との連携を強化します。

関係課

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

目指す都市像
（政策）

番号 1

主担当部 生活安全部

名称

施策 番号 1 名称

関係部

立辻　満浩

　相談業務や建築確認により建築物等の耐震化を図るとともに適正な維持管理の確認を行う。図上訓練、防災訓練を通じて
の防災力の向上。長期計画に基づいた災害物資の備蓄。出前講座や「かしはら安心パ－ク」において広く市民にむけての啓
発や訓練の実施などを通して災害に備える都市基盤と体制の強化に寄与している。

災害に備える都市基盤と体制の強化

危機管理課 部長名

２８年度

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

　東日本大震災の発災、南海トラフ大地震の被害想定の公表
を受け、災害対策基本法等改正、防災計画の見直し、避難行
動ガイドライン等の策定や定期的な防災情報発信・受信訓練
がなされている。

　　防災体制や災害物資の備蓄など市の災害対策強化や非
常事態における情報伝達ルートの整備に関する要望
　出前講座や訓練実施など地域住民に対する啓発の充実に
対する要望

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

15,764 1,814

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

自主防災組織結成率

9090

47,425

これまでの成果

90

備考欄
２９年度

（総計目標年度）

73 75 73 75

２７年度

実績 目標 実績 目標

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

避難所施設の耐震化率 90

43,145

決算

8.70

100,410115,085 95,774106,860

8.31 7.56

3,326 4,021

決算 当初予算

36,88262,038 52,662

1,277 5,220

施策評価表　（平成２８年度実施事業対象）　　 （作成日：平成２９年６月３０日）

主担当課



７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

　住民の防災意識のばらつきや、地域ｺﾐｭﾆﾃｨの希薄性により、自主防災組織率向上に歯止めがかかっている。避難
所施設の耐震化については、予算の範囲において順次耐震診断及び耐震化工事を進めている。
　また、訓練等により防災力の強化に努めているが、改良の余地は大いにある。物資備蓄に関しては、長期計画に定
めた必要数には達しておらず、引き続き備蓄を推進していく必要がある。

３　あまりない

１　高い ４　低い

５．施策の評価

２　やや高い2

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

１　強化する

説明

３　やや低い

　災害発生時期は予期できないため、早期に必要量の災害物資購入及び避難所耐震化のための財源を確保する必
要がある。また、防災体制強化のため人員確保は必須である。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

　行政・企業・地域・家庭における防災に関する意識の高揚、取組みと連携が非常時における防災力の向上につなが
り、安心・安全なまちづくりへの貢献度は高い。

６．施策の課題

この施策の課題
　住民の防災意識のばらつきや、地域ｺﾐｭﾆﾃｨの希薄性により、自主防災組織率の向上が進まない。
　財政難や施策により、備蓄物資購入計画、避難所耐震化工事に遅れが生じており、非常時対応ができない可能性がある。
また、防災体制強化に十分な人員配置がなされていない。

成果向上の
可能性はどうか

説明

1 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

2

３　やや低い

説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

　災害対応に必要な機材等の整備事業・災害対応体制の確立事業については、災害に直結する事業であり、更に拡
大強化の必要性がある。
　緊急対処事態の対策事業・地域防災力の向上事業・水防事業・住宅建築物相談事業は、現状規模のまま継続、建
築基準法事業は、県との協議及び申請にもとづく手続きのため現状規模のまま継続する。

次年度以降の方向性



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

○

　

　

　

　

　

　

○

　

　

　

3

危機管理課

ソフト（任意）

1

戦
略

大
綱

　

　

　b 拡大する

（千円）

2

危機管理課

　災害対応業務に必要な機材等及び最大4万人の避難者数を想定した必要
物資を備蓄するとともに、防災無線システム等災害時情報処理機器の導入と
維持管理を行う。

1

災害対応に必要な機材
等の整備事業 29,424

　災害対応体制を確立し、実行性を高めるための訓練を実施するとともに、
地震対策アクションプログラムの推進及び進捗管理に努める。
　また、関係機関との連携、応援・物資調達の協定等締結を推進する。

1 拡大する

災害対応体制の確立
事業 12,537

ソフト（義務）

4

危機管理課
　補助金交付により自主防災組織結成を促し、活動を支えるとともに指導、助
言を行う。
　また、広報誌・パンフレットの作成、ホームページ、出前講座の開催、防災
教育・防災訓練の実施など多様な機会を活用して、市民・自主防災組織・企
業・学校などの地域防災力を向上させるための啓発活動を実施する。

2

地域防災力の向上事
業 12,534

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

5

道路河川課

物資（土のう）を備蓄し、水害時等に利用する。 　

　

　

B

2

a
見直しな
がら続け

る
A

拡大する

b 拡大する

貢献
度

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２８決算額

事業の内容NO.

水防事業

住宅・建築物相談事業
96

ソフト（任意） （千円）

416

内部管理・維持管理 （千円）

2 現状のまま継続

（千円）

0

（千円）

　法、国が策定した基本指針、県が策定した国民保護計画との整合性を図り
ながら、橿原市地域防災計画のノウハウを活かした橿原市国民保護計画を
整備する。

緊急対処事態の対策
事業

ソフト（義務）

見直しな
がら続け

る
C

D

b
見直しな
がら続け

る

6

住宅政策課

　住宅・建築物にかかる相談業務を業務委託し、毎月第１火曜日に建築士に
よる相談業務を観光交流センターナビプラザ相談室において実施する。

2 現状のまま継続

7

建築指導課

　建築基準法の各規定により書類審査・現場検査等を行い、建築物等が基
準に適合していることを確認する。また、既存建築物が適正に維持管理され
使用されていること確認する。

2

建築基準法事業
2,258

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

b

b

見直しな
がら続け

る

現状のまま継続

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

b
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

危機管理課

施策評価

方向性



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

平成19年度橿原市国民保護計画策定

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）
30年度 31年度

活動指標① － －

活動指標② － －

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
従事者数　（単位：人）

3,482

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　

0

事業の開始年度 平成 21 年度 事業の終了予定年度 平成 － 年度

対象 　市民

事業の
内容説明

　法、国が策定した基本指針、県が策定した国民保護計画
との整合性を図りながら、橿原市地域防災計画のノウハウ
を活かした橿原市国民保護計画を整備する。事業の

目的
　武力攻撃事態等緊急時において、市民の生命と財産
を守る。

0

0.60 0.70 0.70 0.70

人件費　（c） 3,995 3,995 3,995

トータルコスト　（a）＋（c） 3,482 3,995 3,995 3,995

見込み 見込み

成果指標 － －

見込み

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

0 0

当初予算

－

－

計画実績

0

－

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

基本的方向 　 　

重点項目 　 　

行革大綱の
位置付け

項目 　 　

改革名 　 　

実績

0 0 0 0

－

－－

0

－

決算

0

－

0

0

当初予算

0 0

－

0

－

決算

－

－

（作成日：平成29年5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

担当課名 危機管理課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

目指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

緊急対処事態の対策事業

藤田　晃男課長名

総合計画の
位置付け

生活安全部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 災害対策事務費



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

法、国が策定した基本指針、県が策定した国民保護計画との整合性を図りながら、橿原市地域防災計画のノウハウ
を活かした橿原市国民保護計画を整備する。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

　 高い やや高い やや低い 低い

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明

説明

　

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

説明

　 4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
2,854

17,419 34,925 28,229 12,429

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明 市民の生命と財産を守ることが市の責務であるため

やめた
場合の
影響は

1 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

2,902 2,854 2,854

0.50 0.50 0.50 0.50

人件費　（c）

説明 被災者である市民の生命と財産を守ることが困難となる。

活動指標②

当初予算

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

対象 市民

事業の
内容説明

　災害対応業務に必要な機材等及び最大4万人の避難者数
を想定した必要物資を備蓄するとともに、防災無線システム
等災害時情報処理機器の導入と維持管理を行う。事業の

目的

　災害対応に必要な資機材等や避難生活必要物資の
備蓄、災害時に使用する情報処理機器の導入、整備を
もって市民の安全、安心に寄与する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　 　

重点項目 　 　

項目 　 　

改革名 　 　

災害対策事務費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 23,564 39,486 32,278 20,391

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標①

見込み 見込み

成果指標

1

実績計画

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

実績 見込み

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

藤田　晃男課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

生活安全部

事業ソフト（任意）

災害対応に必要な機材等の整備事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

危機管理課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

3,243

20,662

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算 決算

29,424

1,707 1,195 5,108

17,53736,632



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　10年にわたる備蓄計画に沿った整備を行っているが、国庫補助金を活用してもなお多額の予算が必要であり、計画
遂行困難な状況である。可能な範囲で計画に即した備蓄を行うことにより、市民の生命と財産の保護につなげる。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

A
廃止又は休止する 完了する

説明
　市民の生命と財産を守る責務を果たすため、計画期間の延長も検討しながらできる限り早期に備蓄機材等
の整備実現を目指す。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 高い やや高い やや低い 低い

　十分な物資調達は安心、安全なまちづくりに寄与するところだが、現時点では備蓄計画に沿った物資調達
数に達しておらず、発生時期がわからない災害に対して市民の生命を保護するには不安要素である。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
　現時点において財政的理由により備蓄計画遂行を断念している状況であり、更なるコスト低減の余地はな
い。

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
　災害時の物資調達は市民の生命と直結しており、計画に沿った備蓄を行いたいところであるが、物資調達
数に必要な予算措置が追いついていない。防災無線システム等については、平成28年度に機器の入れ替え
を行った。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

1

1

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
7,134

11,950 14,328 12,515 11,991

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

6,964 7,134 9,702

1.20 1.25 1.25 1.70

人件費　（c）

説明

活動指標②

当初予算

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

対象 市民及び職員

事業の
内容説明

　災害対応体制を確立し、実行性を高めるための訓練を実
施するとともに、地震対策アクションプログラムの推進及び
進捗管理に努める。
　また、関係機関との連携、応援・物資調達の協定等締結を
推進する。

事業の
目的

　近く発生が予想されている巨大地震災害をはじめとし
た自然災害から市民の生命と財産を守るため、市民と
防災関係機関、行政の協働による災害対応体制を確立
する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　 　

重点項目 　 　

項目 　 　

改革名 　 　

報酬給与費、災害対策事務費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 31,363 21,470 19,671 21,694

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標①

見込み 見込み

成果指標

　

実績計画

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

実績 見込み

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

藤田　晃男課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

生活安全部

事業ソフト（義務）

災害対応体制の確立事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

危機管理課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

12,442

187 22

24,399

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算 決算

12,537 11,99214,336



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　継続的に訓練を実施し、関係機関との連携を図るなど災害体制が確立され、災害時の対応が迅速かつ的確に行う
ことが可能となる。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明
　全庁的な体制を維持し継続的に図上訓練を開催することにより、橿原市地域防災計画、災害対応マニュア
ルに反映させる。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 高い やや高い やや低い 低い

　地域防災計画、マニュアルの検証を実施することにより災害対応体制の確立に寄与する。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
　共同研究や地域防災計画の改修などにより、手法の改善を図っているところである。災害時に備え最も重
要で必要不可欠な事業であり、低減の余地はない。

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
　地域防災計画に基づき、災害対策本部における図上訓練を繰り返し実施することにより、災害対応体制と
マニュアルの検証及び見直しを行い、より充実した災害対応体制が確立され、災害時の迅速な対応に寄与す
る。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

2

1

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
6,563

12,676 13,556 12,534 13,234

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明
　地域防災力を担う自主防災組織の結成、育成に関する支援や企業・学校への啓発などについて、行政の
関与が不可欠である。

やめた
場合の
影響は

1 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

6,383 6,563 6,278

1.10 1.15 1.15 1.10

人件費　（c）

説明 　自主防災組織及び地域における活動や防災に対する意識が希薄となり、地域防災力が低下する。

活動指標②

当初予算

147

自主防災組織結成率（％）

出前講座の実施回数 20

事業の開始年度 平成 8 年度 事業の終了予定年度 平成 －

単位当た
りコスト

計算式等

対象 市民、企業及び学校

事業の
内容説明

　補助金交付により自主防災組織結成を促し、活動を支える
とともに指導、助言を行う。
　また、広報誌・パンフレットの作成、ホームページ、出前講
座の開催、防災教育・防災訓練の実施など多様な機会を活
用して、市民・自主防災組織・企業・学校などの地域防災力
を向上させるための啓発活動を実施する。

事業の
目的

　市民の防災意識の高揚を図り、自主防災組織結成を
促進し活動内容を充実させることにより、地域防災力を
向上させ、災害に備えた自助、共助の体制強化に寄与
する

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

③ 安心して暮らし続けることができるまちづくり

重点項目 1 市民と協働で進める行政運営

項目 1 これからの市民参画

改革名 2 市民協働の推進（防災減災の取組）

災害対策事務費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 19,059 20,119 19,097 19,512

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

総合戦略の
位置付け

基本目標 3‐2‐4 安心して便利に暮らせるまちをつくる

30年度 31年度

活動指標① 153 156

見込み 見込み

成果指標 77 78

自主防災組織活動補助金の交付組織数

1

実績計画

73 75

185

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

75

実績

150

見込み

147

73

38

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

藤田　晃男課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

生活安全部

事業ソフト（任意）

地域防災力の向上事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

危機管理課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

20 20

12,676

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

40

決算 当初予算

32

決算

12,534 13,23413,556



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　組織の防災活動において必要な資機材等の整備や地域の特性に合った活動へのアドバイス等、各組織のレベルに
応じた活動や講座を実施していくことで更なる地域防災力の向上に努める。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

C
廃止又は休止する 完了する

説明 自主防災組織の育成及び地域間の連携や自主防災組織が未結成である自治会への働きかけを行っていく。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 高い やや高い やや低い 低い

防災対策に地域防災力の向上は必要不可欠であり、自主防災組織の育成は有効的な手段である。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明 今後の補助金の必要性や妥当性について検討が必要

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明 自主防災組織の結成率の向上及び組織の自主的な防災活動の促進に寄与している。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

2

2

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
5,422

51 436 416 436

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

4,933 5,422 5,422

0.85 0.95 0.95 0.95

人件費　（c）

説明

活動指標②

当初予算

2,000

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

対象 水防用備蓄物資（土のう）

事業の
内容説明

物資（土のう）を備蓄し、水害時等に利用する。

事業の
目的

水害に備え、物資（土のう）を備蓄する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　 　

重点項目 　 　

項目 　 　

改革名 　 　

水防資材等整備費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 4,984 5,858 5,838 5,858

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標① 2,000 2,000

見込み 見込み

成果指標

土のう備蓄数

　

実績計画

2,000

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

実績

2,000

見込み

2,000

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年　5月　  26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

西村　明課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

まちづくり部

事業内部管理・維持管理

水防事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

道路河川課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

51

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算 決算

416 436436



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

浸水被害の低減を図るため、災害時における迅速な対応が必要である。浸水被害の拡大を防ぐ。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明 浸水被害の軽減と被害の拡大を防ぐためにも、災害時における充分な備蓄数が必要である。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 高い やや高い やや低い 低い

浸水被害の軽減を図る効果が高い。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明 事業の必要性が高く効果もあるため、低減させる余地はない。

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明 浸水被害による安全が保たれている。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

1

2

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
2,568

40 83 54 93

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明
住宅相談により、耐震補助・省エネ補助・吹付けアスベスト分析調査費補助等、市の事業について周知でき
る。

やめた
場合の
影響は

2 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

1,161 2,568 2,568

0.20 0.45 0.45 0.45

人件費　（c）

説明 住宅の耐震・省エネ等に係る整備等に対する市民への啓発の機会が失われる。

活動指標②

当初予算

8

事業の開始年度 平成 18 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

対象 住宅・建築に関する相談者

事業の
内容説明

　住宅・建築物にかかる相談業務を業務委託し、毎月第１火
曜日に建築士による相談業務を観光交流センターナビプラ
ザ相談室において実施する。事業の

目的

住宅や建築に関する不安の解消を図り、耐震改修や省
エネ改修の促進等により、建築物の安全を確保し、良好
な住環境の維持、保全を図ることを目的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　 　

重点項目 　 　

項目 　 　

改革名 　 　

住宅政策事業費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 1,240 2,718 2,664 2,733

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

再任用職員1人週５日勤務

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標① 12 12

見込み 見込み

成果指標

住宅相談会の実施

1

実績計画

12

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

実績

12

見込み

7

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年5月31日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

松永伸生課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

まちづくり部

事業ソフト（任意）

住宅・建築物相談事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

住宅政策課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

39

000 0

79

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算 決算

96

67 42 72

165150



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　ホームページ・広報への掲載、庁舎・出先機関でのポスター掲示等により、住宅相談について市民に周知を実施し、
利用者数の向上を図り、住宅相談により、住宅や建築に関する不安の解消、耐震・省エネ改修等の促進により、建築
物の安全を確保し、良好な住環境の維持・保全を図れる。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

C
廃止又は休止する 完了する

説明
住宅相談により、住宅や建築に関する不安の解消、耐震・省エネ改修等の促進により、建築物の安全を確保
し、良好な住環境の維持・保全を図っていく。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 高い やや高い やや低い 低い

利用件数が少なく、実施の効果があるか定かでないが、市民の不安解消の一助にはなっている。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明 住宅相談は月１回の開催予定で、最低限度の開催としている。

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明 住宅相談を市民に周知するため、啓発活動をしているが、利用件数にばらつきがある。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

1

2

3



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
18,890

-1,532 -1,290 -1,086 -1,301

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明
　建築基準法第4条第2項の規定により、市が建築主事を置くことについて、知事と市長の間で同条第3項の
規定による協議が行われ、同意されたことで同法第2条第35項の規定による特定行政庁になったことによる。

やめた
場合の
影響は

2 非常に大きい やや大きい

従事者数　（単位：人）

20,601 14,610 18,833

3.55 3.31 2.56 3.30

人件費　（c）

説明
　人口25万人以上の市は建築主事を置くことが義務となっているが、本市は任意であり取り止めた場合は奈
良県が業務を行うこととなるため、きめ細かな安心安全なまちづくりが損なわれる恐れがある。

活動指標②

当初予算

553

許可等件数

事業の開始年度 平成 3 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

対象
　建築主、申請者（代理人）、施工者、国、県、民間確認
指定機関等

事業の
内容説明

　建築基準法の各規定により書類審査・現場検査等を行
い、建築物等が基準に適合していることを確認する。また、
既存建築物が適正に維持管理され使用されていること確認
する。事業の

目的
　建築基準法に基づき、安心安全なまちづくりを推進す
ることを目的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　 　

重点項目 　 　

項目 　 　

改革名 　 　

建築指導監督事務費

年度

トータルコスト　（a）＋（c） 23,170 21,440 16,868 21,592

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標①

見込み 見込み

成果指標

建築確認件数

1

実績計画

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

実績 見込み

556

31

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

（作成日：平成29年　5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

安心・安全なまち

災害に備える都市基盤と体制の強化

1

1

目指す都市像(政策)

施　　　策

浅田　善規課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

まちづくり部

事業ソフト（任意）

建築基準法事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

建築指導課

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

予算事業名

40

4,0203,8004,061 3,304

2,569

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算

25

決算

2,258

40 40 40

2,7592,550



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

特になし

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

B
廃止又は休止する 完了する

説明 　特定行政庁としての業務である建築基準法に基づく事務事業は継続される。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 高い やや高い やや低い 低い

建築物等が建築基準法に適合することにより、災害に備える都市基盤の充実が図れる。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
　建築基準法に定められた業務であり、度重なる法改正に対応すべく業務も増大しており、人件費を削減す
ることは難しい。

説明

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
　建築物等が建築基準法に適合するか書類又は現場で審査・検査・調査することにより、安心安全で快適な
住環境の整備が図れる。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

1

2

2
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